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lyFASB財務会計基準書第95号に よるキ ャッシュ ・フロー計算書
Vむ すび
1は じめに
1963年に ア メ リカ公認会 計士 協会(AmericanInstituteofCertifiedPublic
Accountants,以下 AICPAと い う)の 会 計原 則審 議 会(Acco皿tingPrinci-
plesBoard,以下,APBと い う)は,APB意 見 書 第3号1『 資 金 の 源 泉 と運
用 に関 す る計算 書』 を発 表 した。 そ の後,主 要 な証 券取 引所 の 支持 が あ った た
め,ア メ リカにお いて,資 金 に関 す る計算 書 を年次 報告 書 の一部 として公表 す
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る会社 が次 第 に増 加 して い った。や が て,1971年のAPB意 見 書第19号2では,
つ いに,財 政 状態変 動 表 は貸借 対照表 と損益 計 算書 とな らぶ主要 な計算 書 と し
て位置 つ げ られ,会 社 は財政 状 態変動 表 を年 次報 告 書 にお い てか な らず 公表 す
る こ とを 義務 づ け られ る よ うに な った。 これ は,財 務 報 告 制 度 の大 変 革 で あ
り,こ れ に よって会 社 が提供 す る会計 情報 の開 示 にお い て大 幅 な改善 が期 待 さ
れ た3。
APB意 見 書 第19号の 問題 点 に つ い て,こ れ まで 多 く述 べ られ て きた が,
APB意 見 書 第19号か ら財務 会計 基準 審議会(FinancialAccountingStandards
Board,以下,FASBと い う)の 財務会計 基準 書第95号(StatementofFinan-
cialAccountingStandardsNo.95,以下,SFAS95とい う)4-『キ ャ ッシ ュ ・フ
ロー計算 書 』 へ の発 展 に与 えた ピー ス(LoydC.Heath)5の影 響 に つ い て論 じ
て い るものは少 ない6。
本稿 では,APB意 見書 第19号が公表 され た背 景 と財 政 状態 変 動表 の限 界 に
つ い て述 べ,そ の 中 で,特 に,APB意 見 書 第19号に 対 す る ピー ス の批 判 が
SFAS95の公 表 に どれ ほ どの影 響 を及 ぼ した かを探 ってみ た い。
皿APB意 見書第19号による財政状態変動表
1.期 間損益計算 目的による財務諸表の限界
財務諸表は,企 業資本 の運用による結果や投下資本の源泉な らびに運用 の状
況な どに関す る情報 を明 らかにす るための報告書であ る7。財務諸表は,企 業
がその利害関係者 に対 して信頼できる適切な情報を提供す るための重要 な手段
である。
従来は,主 な財務諸表 といえば,貸 借対照表 と損益計算書であ った。貸借対
照表は期末時点での企業資本の有高状態を示す もので,資 本の調達源泉 と運用
形態を示す報告書である。貸借対照表は,企 業活動 にとって必要不可欠 な資源
の保有状況を示 し,当 該企業の支払能力を表す ものである。他方,損 益計算書
は一定期間の企業資本 の運用成果を表す報告書である。そ こに表示 された利益
は,株 主や投資家に対す る配当や税務当局の課税額の算定や従業員の給料の支
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払などの源泉になる。 したが って,貸 借対照表 と損益計算書は企業外部の利害
関係者に とって欠かせない財務諸表であることはい うまでもない。
しか しなが ら,近 来,従 来 の貸借対照表 と損益計算書には,主 に以下の よう
な限界が指摘 され るようにな って きた。
① 財務諸表の作成に際 して主観的判断の介入による限界
財務諸表は,会 計諸基準 ・方法,会 計規則お よびその他の原則に従 って作成
されている。 これ ら諸法規の中には政策的な影響を受けたものもある。 したが
って,作 成 された財務諸表は,正 確性の観点か らみて情報 としての完全性を期
待す ることがで きず,そ の限界が指摘 されてい る。
財務諸表の本質及 び限界については,1936年に,AICPAによって公表 され
た 『財務諸表 の検査』8によって明 らかにされてい る。 この報告書の中で,財 務
諸表の本質 については,次 の ように述べ られ てい る。「財務諸表は,記 録 され
た事実 と,会 計慣習 と,人 間の判断 との結合を反映するものであ って,適 用 さ
れた判断は財務諸表に重要な影響を与える。つ ま り,財務諸表 とは,記 録 され
た事実 と会計慣習 と個人の判断の3つ の要因が総合 された ものであ る」9。この
文言か ら,企 業の財務諸表は,帳 簿記録 のデータに基づいて作成 され るとい っ
ても,と きに よって経営者の個人的な判断に よってゆがめ られた り,政策的な
影響を受け ることがあ りうると考 えられ る。つ ま り,で きあが った財務諸表
は,事 実 とは異なったものになって しまう可能性がある10。
② 利益 と資金のギ ャップ
周知 のよ うに,収 益 の計上は,一 般に実現主義によって認識 されている。実
現主義 とは現金が入手 されていな くて も,商 品を販売 し,引 き渡 した時点で売
上を計上す る基準である。実現主義に よる場合,財 貨または役務が顧客に提供
された時点で,そ の対価が容易に支払手段化 できる状態が生 まれ,代 金を回収
す る以前に,処 分可能 な資産が入手 され ると考え られている。つ ま り,現金が
入 って こな くても取引の完了に基づいて利益を計上するとい う考え方であ る。
したが って,掛 代金が現金で回収 され な くて も,利 益が計上 され る。 この結
果,と きには高い収益力を維持 してい る企業 でも資金繰 りに失敗 して支払不能
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とい う事態に陥ることがあ りうる。黒字倒産 とい う事態 も出て くる。 これは,
現金の流出 と流入のタイ ミングにズ レが生 じたためである11。
さらに,経 営活動には,損 益に関係のない資金収支 も存在す る。た とえぽ,
借入金に よる資金の流入やその返済による資金の流 出な どはそれにあたる。 こ
れ らの会計事象に基づいて算定 された利益 と資金的裏づけ とは必ず しも一致 し
ない。 さらに,会 計方針が変れば算定 され る利益 も異な り,損益の企業間の比
較可能性は損われやす くなる。
企業は財務諸表 によって外部 の利害関係者に情報を提供 し,外部 の情報利用
者 も財務諸表 を参考に して,そ の企業に投資す るか ど うかを決定す る。 しか し
なが ら,上 に述べた ように,現 行会計の枠組の もとでは,利 益 と資金のあいだ
にギ ャップが生 まれ てい る。 この ような ことか ら,企 業 の外部の情報利用者
は,企 業に関する適切な情報 を的確に得 られな く可能性が 出て くる。 また,企
業の資金に関わる情報は,外 部の利用者が意思決定す るにあたって,不 可欠 な
ものである。それにもかかわ らず,従 来の財務諸表は,企 業の資金の流れに関
す る情報 を不明確に し,そ の利用者 が入手できる資金情報を安易な ものに限定
して しまっている。
ところで;1950年代以降のアメ リカでは,証 券 ・金融市場がすでに成熟 し12,
企業 の資金調達活動は銀行な どの借入金だけでな く,株 式の発行な どに よって
活発に行われ るようになっていた。 ここでは,企 業の資金 の流れを明らかにす
る資金情報 の開示が要求 され,資 金に関す る計算書は会計報告書 として重要な
位置を占めるよ うになってきた。
1963年に,APB意 見書第3号 が公表 された。 これ によれぽ,資 金の源泉 と
運用に関する計算書は補足情報 と して位置づけ られた。その後,1971年には,
APB意見書第19号が公表 され,こ こにいた って,財 政状態変動表 はは じめて




1963年に公表 されたAPB意 見書第3号 は,資 金の源泉 と運用に関す る計算
書の 目的を次の ように述べている。「会社が どこか ら資金を得 てどこに使 った
かに関す る情報は,営 業お よび投資意思決定の双方に影響する種 々の 目的に と
って有用であろ う。 この情報の一部は財務諸表から明らかにある。資金の源泉
と運用 に関す る計算書が役立つのは,そ れが財務諸表か ら通常得 られない別 の
種類の情報を表示 し,さ らには,資 金の流れに関す るまとまった情報を表示す
るからである。資金の源泉 と運用に関す る計算書は損益計算書に とって代わ る
ことはできないが,そ れは,そ れ 自体で意味のある種の取引,す なわち資金 の
流れに影響を及ぼす取引に関 して,有 益に して意義のあ る要約を提供す ること
ができるのである」13。このよ うに,APB意 見書第3号 は,資 金 の源泉 と運用
に関す る計算書の一般的な存在意義を表 明 し,さ らに,計 算書を営業お よび投
資意思決定に有用 な情報を提供 できる報告書であると,定 義 した。
また,APB意 見書第3号 は広義の資金概念を採用 してい る14。ただ し,こ
れは,資 金概念を暖味 な広義の資金(総 財務資源)と 捉えて計算書の存在 目的
を明確 に定義せず,そ の位置づけについても,資 金の源泉 と運用に関する計算
書を財務報告書の補足情報 を提供す るものとしてお り,そ の公表を強制 しては
いない15。
この ような問題 点を もつAPB意 見書第3号 に比べて,APB意 見書第19号
は,多 くの点 で改善 された ことがわか る。その中で著 しく改善 された と思われ
るものは,財 政状態変動表 の目的 と資金の概念である。
① 財政状態変動表の 目的
計算書の 目的は,計 算書の性格 ・表示 内容 ・形式を決定す る最 も基本的な命
題 であ る。APB意見書第19号は,APB意 見書第3号 に明確 に定義 され てい
なか った資金に関する計算書の 目的 について,そ の第4項 で以下の よ うに述
べ てい る。「財政状態変動表 の 目的は,① 企業が一定期間におけ る営業活動か
ら生み出 した資金の額 を含めて,当 該企業の財務活動お よび投資活動を要約す
る。そ して,② 一定期間中の財政状態の変動を完全に開示す ることである。財
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政状態変動表 において示 された情報 は,様 々な利用者 に企業に関する経済的 な
意思決定を行 う際に有用な情報を提供す ることにある」16。APB意見書第19号
は,財 政状態変動 を完全に開示す ることを求めている。 これに対 して,当 時の
基本的な財務諸表 においては,財 政状態変動 はまった く明 らかに されてお ら
ず,明 らかにされた としても,そ れ は部分的 ・間接的 に しか得 られ ない情報に
基づ くものであ った。 これ に対 し,APB意見書第19号は財政状態 の変動を十
分に開示す ることをその狙いに してお り17,財政状態変動表が公表 され ること
に よって,新 たな情報が提供 されることになるに違 いがない。
② 財政状態変動表の資金概念
すでに述べた ように,APB意見書第3号 は広義の資金概念を採用 している。
これ に対 して,APB意見書第19号は,基 礎的な資金概念については直接 的に
は触れず に,「運転資本あるいは現金に変動があ ったか ど うかにつ いて表示す
るだけでな く,す べての財務状態の変動を含む広い概念 に基づかなけれぽな ら
ない」18と述べて,財 政状態のすべて の重要な変動を示す とい う財政状態変動
表 の目的 との合致性を要求 している。
また,APB意 見書第19号では,運 転資本 または現金概念を多 く用 いている
ことか ら,運 転資本 または現金資金概念が計算書の中心であることを暗黙 に認
めていることがわか る。
皿APB意 見書第19号に対するピースの批判
APB意見書第19号の 『財政状態変動表』が公表 された後,そ の資金概 念,
目的,形 式な どの面 にい くつの欠点が明 らかに された。 ピースはAPB意 見書
第19号が,財 務報告 の改善に影響を与えた ことを評価 してお り,「財政状態変
動表は今やすべ ての会社 の財務報告書に含 まれている し,そ の形式はかな り統
一 され,こ の変動表には意見書が発表 され る前 よ りも多 くの情報が含 まれ るよ
うにな った」 と述 べている19。しか し,ピ ースは,APB意 見書第19号を肯定
した に もかかわ らず,APB意 見書第19号の資金概念,財 政 状態変動表 の 目
的,名 称 など様 々な面か ら意見書を批判 し,さ らにそれに対する提案を試みて
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いる。それに関す る主張については,彼 の 『財務報告 と支払能力』20とい う表




APB意見書第19号におけ る財政状態変動表 の 目的は,① 企業が一定期間に
おける営業活動か ら生み出 した資金の額を含めて,当 該企業の財務活動お よび
投資活動を要約することと,② 一・定期間中の財政状態の変動を完全に開示する
ことである。
この 目的に対 して,ピ ースはrAPB意 見書第19号は全般的な財務報告過程
におけ る計算書の役割をほ とん ど明 らかに していない」21,また,「それ らの 目
的は見かけだけ のものにす ぎない」22と指摘す る。す なわち,表 面的にはそれ
らの目的は合理的であ るように見えるが,こ れ らを実際に分析 し適用 してみ る
と,わか りに くく,誤解 を招 きやす く,そ してその とお りには達成で きないと
指摘 し,批 判 している。
さらに,ピ ースは,APB意 見書第19号が指示す る財政状態変動表の 目的に
ついて,第1の 目的の意味 は不 明確であ って,そ れは財務活動 と投資活動 に
与えた影響が どの ように要約 され るべきか とい うは じめに問われ るべ き問題に
対 して何の解答 もしていない。財務活動および投資活動は,す べての企業活動
と同様 に,多 くの異な った影響を与 える。それ らの影響のすべてを1つ の計
算書で示す ことができないこ とは明らかであると指摘 している23。次に,第2
の 目的は達成 しえないものであるとして,企 業活動は社会に多 くの影響を与 え
る。 どのような計算書 も財政状態の変動を完全に開示することができない。計
算書が意義のあるものになるためには,た とえぽ現金,運 転資本,純 資産,貨
幣的資産などが示す財政状態 のある特定の側面,あ るいは次元に焦点を集中 し
なけれぽな らない と,述 べ ている24。つ ま り,ピ ースは,APB意 見書第19号
におけ る財政状態変動表 の公表 目的が見かけ倒 しであ ることを指摘 した。
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ピースは財政状態変動表 の2つ の 目的を批判 した あ と,財 政状態の どの側
面が報告 され るべ きかを次の ように提示 している。
② 資金概念(運 転資本)
APB意見書第19号におけ る運転資本の概念 とは,流 動資産 から流動負債を
差 し引いた額である。流動資産には異 なる特質を もつ資産が含 まれている。例
えば,現 金,受 取債権,棚 卸資産,繰 延費用などである。
ピースに よれぽ,企 業が存続するための基本的な要件は収益力と支払能力 の
2つである。前者は,企 業 がその富を増加 させ る能力を指す ものであ り,後者
は企業 がその債務を期 日に支払 う能 力を指す ものであ る25。彼は これにつ い
て,以 下の ように述べている。支払能力の評価 とは,基 本的には会社が債務 を
支払 うまえに十分な現金を調達 できな くなるか もしれない危険を評価す る問題
にほかならない。 したが って会社の将来の現金収支 の金額,時 期,不 確実性 な
どを見通す情報 は,い ずれ も支払能力の評価 とい う目的に適合する。 また会社
は不確実な世界で経営活動を営 んでお り,将来の事象は見積 もることしかでき
ないか ら,必要 な現金支出額に応 じて現金収入額が均衡す るようにそ うした現
金収入お よび現金支出を統制す る会社 の能力 もまた支払能力の評価 と関連 をも
っている。現金収支はまた会社 の収益力の評価 とも関連を もつが,関 連の仕方
が異なる26。
ピースが運転資本は支払能力 と収益力の評価において役立たない もので,支
払能力の評価において役立つのは 「現金」 しかない と強調す る。 さらに,ピ ー
スは,APB意 見書第19号の基本的な問題点は,重 要 でない情報ない しは関連
性がない情報の開示を制限せずに,あ ま りに も多 くの異な る種類の情報を同一
の計算書に開示す ることを要求 したため,こ の計算書は混乱 したものにな って
しまい,同 時に,フ ィニー(E.H.Finney)の初期 の 目的であ った,会 社 の負
債返済能力の大 きさにかかわる変動を説明す ることに よって,支 払能力の評価
にとって有用な情報を提供することを も忘れて しまっていると指摘 している27。
③ 当時の損益計算中心の実務への批判
ピースは,企 業が存続す るための基本的な要件 と して収益 力 と支払能 力の
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2つを挙げているが,と くに後者の支払能力を重視す る立場か らAPB意 見書
第19号を次のよ うに批判 している28。つ ま り,財務諸表を利用す るほ とん どす
べての人 々に とって会社 の支払能力の報告が非常に重要 であ るに もかかわ ら
ず,報 告の焦点は依然 として収益力に置かれている。会計理論家および会計基
準の公表に責任 をもつ人々は,長 年のあいだ,利 益の測定 と評価の問題に もっ
ぱら関心を抱いてきた。若干 の例外はあるが,会 社の支払能力を評価す るため
に役立つ情報の報告は,こ れ まではほ とん ど無視 され るか,あ るいは収益 力の
情報 と比べ ると明 らかに2次 的 な役割 しか与 えられて こなか った として,ヒ
ースは支払能力を報告 しないで利益測定を重視す るとい う片寄 った考 えをいろ
いろな例で示 している。
以下,ピ ースが主張す る資金に関する計算書の 目的 と資金概念を当時の実務
に対す る批判を交えなが ら考察する。
2.ピ ー スの主張 とその提案
① 資金に関する計算書の位置づけ
ピースは,そ の著書であるr財 務報告 と支払能力』において,期 間損益 目的
によって測定 され る企業 の利益のほ うが当期の現金収支 の情報 よ り優れている
としたその当時の会計原則審議会 の主張を批判 している。 さらに,ピ ースは,
損益計算書が当時の財務報告 の支配的な位置に置かれている事実についても批
判 している。
その理由 として,損 益計算書は営業活動,財 務活動お よび投資活動に よる会
社の純資産 に与 えた影響を一部分だけ しか報告 していないと指摘 して,そ の欠
点を挙げている29。すなわち,損 益計算書は,こ れ らの活動 が,会 社の現金の
状態,棚 卸資産 の状態,あ るいは,総 資産が示す会社の財政状態 に与 える影響
などを報告 していない。 また,企 業の純資産に影響す るすべての活動の純資産
に与える影響 も報告 していない。 ここでは,純 利益 の測定に含 まれ る活動 の影
響だけが示 され ている。
損益計算書に上記の ような欠点があるとすれぽ,そ の欠点を補 うことのでき
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る財務諸表が必要 である。 ピースはこの欠点を補 う計算書 として,現 金収支計
算書を挙げている30。彼の現金収支計算書は営業活動 が当該期間の現金 の動 き
に及ぼす影響を報告するものであ る。 これは損益計算書 と競合す るものではな
く,補完的な ものであ り,両者は異 なった 目的のため異な った事柄を報告す る
ものであるとみなされた。
明 らかに,ピ ースの主張す る現金収支計算書が期間損益計算 を目的 とす る損
益計算書を全面的に否定す るものではな く,それを補完 した うえで,さ らに,
当時の主要な計算書 とともに異 なった 目的を達成す るとい う重要な役割を果す
こ とがで きるもの と評価 してい る。 彼の提 案 してい る現金収支計 算書 は,
1987年のFASBのキ ャッシュ ・フロー計算書(SFAS95)の公の位置 づけに
大 きな影響を与えた と思われ る。
② 財政状態変動表 に対する代替案の提示
ピースは,財 政状態変動表 または,こ れまでの資金に関す る計算書にあま り
に も多 くの異なった情報が含 まれす ぎていて,不 合理であるため,そ の解決方
法を提案 している。APB意見書第19号までの計算書 に詰め込 まれている異な
る種類 の情報を報告す るには,以 下 の3つ の計算書,す なわ ち①現金 収支計
算書,② 財務活動計算書,③ 投資活動計算書が必要であるとし31,その うちの
①の現金収支計算 書を財政状態変動表に代 えて提示すべ き理 由と して,次 の
2つの理 由を挙げている32。
ピ)企 業活動が複雑になるにつれて利益 の測定に難 しさが増 し,会社 の報告
利益 と,利 益指向の営業活動か ら得 られた現金額 とのあいだに不一致 が
目立つよ うになってきたこと。
(・)インフレーシ ョン率の上昇のため,利 益指向の営業活動か ら得 られ る会
社の現金が,普 通,報 告利益 よ り少な く計算 され る結果,現 金収支計算
書の必要性が高 まって きた こと。
また営業活動か ら得 られ る現金 の明細表は,そ の金額 の計算 と計算書の作成
にあた り,間接法ではな く,直接法に よるべ きであることを も主張 した。間接
法は理解 しに くいとい う理由か らである33。
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② の財務活動計算書34は,①の現金収支計算書を補足す るものである。すな
わち,現 金収支計算書だけ では,APB意 見書第19号の 目的のすべ てを果たす
ことはで きない。財務活動計算書は,財 政状態変動表 の第2の 目的,つ ま り,
企業活動が会社 の資本構造に与えた影響を開示す るために意図された ものであ
る。 これは会社 の資本にかかわる企業の活動の結果 のすべてを示す計算書であ
る。
③ の投資活動計算書35も現金収支計算書を補足す るものである。投資活動計
算書は長期投資(土 地,工 場設備,市 場性のない有価証券,被 支配会社資産,
無形固定資産 などが含 まれ る)に ついて,そ れ らが どのように取得 されたか,
あるいは,処 分 されたかにかかわ らず,そ れ らの関係するすべ ての取引の増減
を開示す る計算書である。
③ 資産 と負債 の分類 についての提案
ピースは支払能力の評価 とい う観点か ら,当 時の資産 ・負債の分類を批判 し
てい る36。つま り,支払能力の評価に必要 な情報 を提供す るために,資 産お よ
び負債を流動あるいは非流動に分類 して認識す る当時の実務を中止 し,負 債を
営業上 の負債,税 務上 の負債 と財務上の負債 に分類すべ きことを提案 してい
る。
以上の よ うに,ピ ースはAPB意 見書第19号の財政状態変動表に代わ って3
つの計算書を提案 し,それぞれについて,具 体的な内容を示 した。その中で,
特に,① の現金収支計算書において用 いられ る資金概念 を,現 金に限定 した こ
と,ま た,営 業活動 による現金の流れを間接法ではな く,直接法 によって把握
すべ きだ と主張 した点に,大 きな特徴が見 られ る。
ピースが運転資本概念 よ り現金概念を主張 した理由 として,主 に以下 のよ う
なことが考え られる。運転資本概念を もとに して作成す る財政状態変動表は多
くの情報を提供す るが,不 十分な ところがある。運転資本 とは流動資産か ら流
動負債 を差 し引いた差額であ って,こ の流動資産の中に,現 金,売 掛金,有 価
証券お よび棚卸資産などを含んだため,運 転資本の概念が統一 されに くい。 し
たが って,こ の財政状態変動表は,企 業の資金の流れを明らかにす ることがで
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きず,比 較可能性が低 くなって しまう。これに対 して,彼 の提案す る現金概念
は明確で,誤 解を引 き起 こす可能性が少ない。現金資金概念を もとに して作成
される計算書は,企 業が所有 している現金 の有高に基づいて企業の債務返済能
力を示す ことがで きる。 さらに,現 金 の流れ に関す る情報が企業の短期的な資
本 の運用能 力を も表わ せる ことか ら,企 業 の収益 の質を判断する ことが でき
る。 も う1つ挙げ られ る大 きな利点は,現 金が実地棚卸ができることであ る。
倒産の直接 の原因は現金の枯渇であ って,実 務上,倒 産を防 ぐためには,現 金
の管理が極めて重要になる。
この意味で,ピ ースが提言 した現金概念は当該計算書にとって最 も適切な指
標であるといえ よう。現金概念に基づいた現金収支計算書は,企 業の外部利用
者に比較可能性 の高い情報を提供す ることが可能にさせ る。 ヒースの提言はそ
の後のSFAS95のキ ャッシ ュ ・フロー計算書 の設定 に重要 な意味 を与 えた と
考えられ る。
】VFASB財務会計基準書第95号によるキ ャッシュ ・フロー計算書
1971年にAPB意 見書第19号が公表 された ことに よって,財 政状態変動表は
ようや く第3の 主要 な財務表 と して位置づけ られ ることにな った。 しか し,
財政状態変動表は 「あま りにも多 くの異なる種類 の情報を同一 の計算書に含め
て開示 しようとし,そ の結果,混 乱 した内容の計算書 にな って しまった」 とい
う批判を受 けた37。また,企 業が社会 に及ぼ した経済活動の影響が大 きくなる
につれて,出 資者以外 の利害関係者 と企業 との関係 も重要視 され るようになっ
てい った。当時の財務報告 の基本 目的に対 して,投 資お よび与信意思決定 のた
め の情報提供 に焦点が合わせ られた ことが,1978年に公表 された アメ リカの
FASBの 『財務会計諸概念に関するステー トメン ト』(StatementsofFinan-
cialAccountingConcepts,以下,SFACとい う)の第1号38によってわか る。
す なわち,SFAC第1号 は,「財務報告は,現 在 お よび将来の投資家,債 権者
その他の情報利用者が合理的な投資,与 信お よび これに類似す る意思決定 を行
うのに有用 な情報 を提供 しなけれぽならない」39と述べている。
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このよ うな情報 を提供す る 目的のもとで,APB意 見書第19号は,企 業のキ
ャッシュ ・フロー情報 の重要性を次第に高め,現 金資金概念に基づいた計算書
を要請 したのである。
1973年にAPBか ら組織変 更 したFASBは,APB意 見書第19号の見直 しに
着手 した。1984年12月に公表 したFASBのSFAC第5号40は,「キ ャ ッシュ
フロー計算書は,一 会計期間中において,主 要な源泉別に分類 された企業の
現金収入額お よび主要 な使途別に分類 された企業の現金支出額 を,直 接的また
は間接的に示す ものである。」 と述べて,そ の定義 と役割を明 らかに している。
す なわち,キ ャッシュ ・フロー計算書は,営 業活動を通 じて債務 の弁済を行
い,配 当金の支払 を行い,ま たは営業能力の維持 もしくは拡大を図 るために再
投資を行 う企業の現金創出活動に関する有用な情報,借 入お よび拠出の両者に
よる企業 の資金調達活動に関す る有用な情報,な らびに企業の現金投資お よび
支出に関す る有用な情報を提供す るす るものであ る41。企業の当期 の現金収支
に関す る情報 の重要な使いみちは,企 業の流動性,財 務的弾力性,収 益性,お
よび リス クの ような諸要件 の事前評価 に役立て るとい う点にあ る。 ここで,
FASBはキ ャッシュ ・フロー計算 書を 「主要 な財務表」 と位置づけた こ とを
再確認 し,さ らに,APB意 見書第19号の財政状態変動表 に代えてキャ ッシ ュ
フロー計算書 とい う新たな名称を与えた。
資金に関する計算書の資金概念を現金お よび現金 同等物に限定す る計算書が
キ ャッシュ ・フロー計算書である。キ ャッシュ ・フロー計算書は現金が どのよ
うに効果的に活用 されたのかを示す計算書である。そ して,こ れは損益計算書
では見 られない側面を明らかにさせ る。情報利用者 の経済活動評価の視点か ら
みれぽ,現 金の計算に人為的な判断が入 らないため,そ れに基づいたキャッシ
ュ ・フロー計算書には,基 礎的な財務表 となる意義が存在する。
1987年に,FASBはSFAS95「キ ャッシ ュ ・フロー計算書」を公表 した。
これは以下に述べる ように,キ ャッシュ ・フロー計算書の 目的,資 金概念,お
よび,キ ャ ッシュ ・フロー計算書の形式 の3点 において,ピ ースの主張をほ
とん ど全面的に受入れたもの と考 えられ る42。
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1.キ ャッシュ ・フロー計算書の 目的
キ ャッシュ ・フ ロー計算書 の第1の 目的は,一 定期間の現 金収入お よび現
金支出に関す る情報を提供することである43。したが って,キ ャッシ ュ ・フロ
ー計算書が提供す る情報は,他 の財務諸表に開示 される情報 と共に使われぽ,
投資家,債 権者,そ の他 の情報利用者に とって次のよ うな役割 も果たす ことに
なる44。
ピ)明 確な将来 の正味キ ャッシュ ・フローを生み出す企業の能力を評価す る
こと。
(・)債務返済能力や,配 当の支払能力や,外 部資金調達 の必要性を評価する
こと。
ψう 純利益 と関連す る現金収支 との差異の原因を明らかにす ること。
(二)当該期間中の現金および非現金の投資 と財務活動が企業の財政状態 に及
ぼ した影響を評価す ること。
ピ)の「将来の正味 キャッシュ ・フローを生み出す企業 の能力の評価」は従来
は収益力 と呼ばれていたものであるが,そ れが資金的に再定義 され ている。(・)
の 「債務返済能力や,配 当の支払能力や,外 部資金調達の必要性の評価」は,
支払能力の評価に関す るものである45。
この(d)と(・)の目的は ともに,APB意 見書第19号では示 され ていなか った 目
的であるが,FASBは これ を取 り上 げて,ピ ースの主張す る 「支払能力 の評
価」 を再確認 し,明 記 している。を寸の 「純利益 と関連す る現金収支の差異 の
原 因を 明 らか にす る」 もAPB意 見 書第19号に述 べ られ なか った 目的 で,
SFAS95によって新たに追加された ものである。 さらに,(二)の「当該期間中の
現金お よび非現金 の投資 と財務活動 が企業の財政状態 に及ぼ した影響の評価」
とい う目的は,APB意 見書第19号の第2の 目的の 「一定期 間中の財政状態 の
変動を完全に開示すること」の具体的に表示 した ものである。
2.資 金概 念
SFAS95のキ ャ ッシ ュ フ ロー計 算 書は,資 金(Funds)とい う暖 昧 な用語
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を排除 し,資 金概 念 を現 金お よび現 金 同等 物(cashandcashequivalents)に
明確 に限定 してい る。 そ して,キ ャ ッシ ュ ・フ ロー計算 書 は一定期 間の現金 お
よび現 金 同等 物 の変動 を明 らか にす る もので なけれ ぽ な らない とも規 定 して い
る46。
この よ うに,SFAS95は,キ ャ ッシ ュ ・フ ロー計 算書 の資 金概 念 を現 金 お よ
び現 金 同等物 に限定 し,こ れ までの広 狭 さま ざ まな資金概 念47を具 体的 な資 金
概念 に絞 り込 ん だが,こ こに,ピ ースの現 金資金 概 念が取 り入れ られ た こ とが
わか る。
3.支 払能力の重要性の明記
ヒースは企業存続の要件 として収益 力 と支払能力の2つ をあげ,収 益力だ
けでな く,支 払能力の評価 も重要であ ることを主張 した。 また,ピ ースは,
APB意見書第19号につ いて,財 務報告 の重点が収益力評価だけに置かれてい
ることを 「財務報告 の忘れ物」48と指摘 し,批 判 している。つ ま り,APB意見
書第19号の財政状態変動表 は,支 払能力の評価に役立 つ情報を提供す るとい
うフィニーの ころにさけぽれていた初期の 目的が忘れ られて しまった とい うの
である。
これ について,SFAS95「キ ャッシュ ・フロー計算書」は,意 見書要項第5
項において,キ ャッシュ ・フロー計算書の役割が 「債務を返済す る能力,配 当
を支払 う能力を評価す ること」49である と明記 してい る。 ここにおいて,前 節
で述べた ような ピースの財務報告における支払能力の評価の重要性の考え方が
取 り入れられた ことがわかる。
4.キ ャ ッシ ュ ・フ ロー計 算書 の形 式
SFAS95は,資金 に関す る計算 書 の名称 を 「キ ャ ッシュ ・フロー計算 書」 に
し,キ ャ ッシ ュ ・フ ロー計算 書 を営 業活 動 に よるキ ャ ッシ ュ ・フ ロー,投 資 活
動 に よ るキ ャ ッシ ュ ・フ ロー,さ らに 財務 活動 に よ るキ ャ ッシ ュ ・フ ロー の
3つ の 区分 に分 け て表 示 す る こ とを求 め て い る50。そ して,営 業 活動 に よる キ
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ヤッシュ ・フローの表示方法 としては,主 要 な取引 ごとに現金の収支を表示す
る直接法 と,純 利益に必要な調整項 目を加減 してキ ャッシュ ・フローの純額 を
表示す る間接法があ ることをも示 している51。これ らもヒースの主張を全面的
に取 り入れた ものであることがわかる。
SFAS95のキ ャッシュ ・フロー計算書は,APB意 見 書第19号の財政状態変
動表 と比べて明らかに前進 している と見 られ るが,そ の特徴 として次の ことが
指摘で きる52。
(イ)資金概念を現金概念に限定 した こと。
(・)資金 の源泉 と運用 とい う2区 分方式に代えて,営 業活動,投 資活動,
財務活動 とい う3区分 の活動別の収支を表示す ること。
内 営業活動 区分の表示について,収 支 の要 因を直接に示す直接法を好 ま し
い様式 としながらも,利 益に減価償却費 などの非資金項 目を加減 して営
業現金 フローと調整する間接法 との併用 を要求 した こと。
(→ 現物 出資や社債発行に よる資産取得 など,現 金収支を伴わない取引を計
算書 の本体か らはず して注記するよう要求 したこと。
Vむ すび
以上 の よ うに,皿 節 でAPB意 見 書 第19号に よる財政 状 態変 動表 につ い て,
皿 節 で ピ ー ス に よ るAPB意 見 書 第19号 に 対 す る 批 判 に つ い て,]V節 で
SFAS95の提 唱 した キ ャ ッシ ュ ・フ ロー計算 書 につ い て考 察 して きた 。 そ の 中
で,特 に,APB意 見書 第19号か らSFAS95への発展 にお け る ピース の影 響 を
探 りなが ら,も う一度,資 金 に関す る計算書 の歴 史 につ いて振 り返 ってみた い。
資 金 に関 す る計 算 書 は ア メ リカで生 成 し,発 展 して きた。1900年前 後 か ら
今 日まで,資 金 に関す る計 算書 の概 念 名称,様 式 が様 々に変 化 して きた。 こ
れ まで に,い ろ いろ な資金 概念 が用 い られ て きた が,そ の 中で,特 に,代 表 的
な の は,コ ール(W.M.Cole)や グ リー ン(T.L.Greene)の資 源 概 念,ク
ン ツ(H.L.Kunze)の運 転資 本概 念,ム ー ニ ッツ(M .Moonitz)の正 味 当座
資 金概 念,ピ ース(L.C.Heath)の現金概 念 な どであ る。
-230一
資金 に関す る計算書を作成す るためには,は じめに利用者 の利用 目的に最 も
適合す る資金概念 を選択 しなけれぽな らない。現金資金概念を選択す るとき
は,現 金に変動 を与 える取引が認識 され,測 定 される。 また,運 転資本概念を
選択す るときは,運 転資本に変動を与 える取引が認識 され測定 され る。運転資
本概念は,運 転資本 の変動が,現 金の収入あ るいは支出に先立 って生 じるにも
かかわ らず,一 定時間経過すれば現金化す るとい う仮定 を前提に選択 され てい
る。例 えば,商 品を掛売 した り,掛仕入す るとき,そ の時点では現金の受取や
支払は生 じない。 しか し,売 掛金あるいは買掛金は一定期間を経過 したあとで
現金化するか ら,一 定期間後でみ るか ぎ り現金取引 も掛取引も変わ らない53。
会計の 目的は経済的背景や歴史の変化によって,変 遷す る。かつての受託責
任は解除されて,情 報利用者の意思決定への役立ちが重視 されるよ うになって
きた。 資金 に関す る計算書 の 目的 も,会 計の 目的に よって影響 を受けて変化
し,そ れにもとついて,資 金概念や計算書の形式 も変化 した。
これ まで,資 金に関す る計算書には 「資金 の源泉 と運用に関す る計算書」や
「財政状態変動表」,「キ ャッシュ ・フロー計算書」 などの名称が見 られ,い ず
れ も企業活動 内部 の資金の流れを明らかに し,そ の時代の会計 目的に合 うため
の計算書だ と思われ る。
また,資 金 に関す る計算書が,ど の ような 目的で作成 され,ど の ように利用
されるかについても,会 計文献に資金に関す る計算書が登場 して以来,様 々な
形で述べ られて きた。あま りにもそれ らの主張が交錯 し,ま た,一 致を見ない
ことか ら,ア メ リカにおけ る資金 に関す る計算書 の歴史を研究 した ローゼ ンと
デコスター(L.S.RosenandD.T.Decoster)は,その結論において次の よう
に述べている誕。「要す るに,(そのあらゆ る形式を取 る)資 金に関す る計算書
は,貸 借対照表や損益計算書や剰余金計算書に よっては開示されない財務的な
情報や見通 しにつ いて,あ りとあ らゆ ることを報告する ことが求め られてい
る。明 らかに,会 計士 たちは,ひ とつの報告書に多 くのことを求め過 ぎてい
る。」。
1971年のAPB意 見書第19号に よって,財 政状態変動表 は主要な財務諸表の
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1つ として組み入れ られた。 この意見書が公表 された後,企 業のキ ャ ッシュ ・
フロー情報 の重要性は次第に認識されるようになった。 キ ャッシュ ・フロー計
算書 は,FASBのSFAC第5号 で,主 要な財務諸表 と しての位置 づけが再確
認 された55。
SFAS95の「キ ャッシュ ・フロー計算書」はAPB意 見書第19号の 「財政状
態変動表」 に代わ って,企 業 のキ ャッシュ ・フロー計算書を,財 務諸表のひ と
つとして開示すべ きことを要求 した。 これに よれぽ,キ ャッシュ ・フロー計算
書は,営 業活動,投 資活動,財 務活動 の3つ に区分 され,ま た,計 算書に用
いられる資金概念は明確に 「現金」 と規定 された。財政状態変動表 とい う暖昧
な表現に代わ って,キ ャッシュ ・フロー計算書 とい う名称を付 し,営 業活動 に
よるキ ャッシュ ・フローの計算については直接法を推奨 した。キャッシュ ・フ
ロー計算書の主たる目的は,一 定期 間の企業の現金収入 と現金支出についての
適切 な情報を提供す ることに重点を置いた ことにおいて,キ ャッシュ ・フロー
計算書の 目的,資 金概念,収 支項 目の分類お よび形式は,ほ ぼ確立 した といえ
る。
ピースは収益力だけを重視す る当時の考え方 を批判 し,財務報告の焦点は依
然 として支払能力にも置かれるべ きことを強調 した56。運転資本は支払能 力の
評価に役立 たないため,資 金概念は現金に しなけれぽならない。財政状態変動
表 の第2の 目的は広すぎて不合理であることを指摘 しなが ら,そ の資金概念,
形式 などを も批判 している。彼は財政状態変動表 に代わ って,'現金収支計算
書,投 資活動計算書,財 務活動計算 書とい う3つ の計算書を提言 してい る。
さらに,現 金収支計算書の作成方法 も直接法に よるべ きことを提言 している。
SFAS95はキ ャッシュ ・フロー計算書の 目的 として,企 業 の将来の正味 キ ャ
ッシュ ・フローの生み出す能力やキ ャッシュに よる企業の債務返済能力を評価
す ること,配 当の支払能力や外部資金の調達の必要性を明記す ること,資 金概
念を現金資金概念に限定す ること,キ ャッシュ ・フロー計算書を営業活動,投
資活動 と財務活動 の3区 分 に分け ること,営 業活動 に よるキ ャ ッシュ ・フロ
ーの表示方法 として直接法を推奨す ること,さ らには,支 払能力の評価の重要
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性を明示す ること,な どによって ピースの主張をほ とん ど全面的に取 り入れた
よ うに見える。
財政 状態変動表は,ピ ースの現金概念の提言を受け入れたSFAS95によっ
て,資 金を現金概念で固定 している。 ところで,SFAS95は営業活動 によるキ
ャッシ ュ ・フロー計算書 の作成方法 として直接法を勧告 しながらも,間接法を
認めているが,こ れは実務への妥協 と思われ る。なぜな ら,直 接法は,営 業活
動 に伴 うキ ャッシュ ・フローをその発生段階で把握 し,キ ャッシュ流入の源泉
とキャッシュ支 出の 目的 を明 らか にす ることに よって,多 くの情報利用者が将
来 の営業活動 のキャッシュ ・フローを予測 できるか らであ る。 また,こ れは,
企業の債務返済能力,配 当金の支払能力,再 投資の能力の評価の面でも非常に
有用である。そのため,直 接法によるキ ャッシュ ・フ ロー計算書を強制 してい
ないことは実務への偏重 と思われ よ う。また,ピ ースの資産 ・負債の分類につ
いての考え方 を取 り入れ なか った ことも問題 を残 している。 しか し,APB意
見書第19号の内容を考慮すれぽ,事 態が大幅に改善 された ことは確かである。
SFAS95のキ ャッシ ュ ・フ ロー計算書は,主 要な財務諸表 として,今 後 も,他
の財務諸表 とともに企業活動の中で,情 報利用者 の投資お よび与信意思決定に
有用な情報を提供す るとい う目的を十分 に果たす ことができると思われる。今
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